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議案第２３号

令和２年度埼玉県和光市水道事業会計予算

　(総則)

第 １ 条　令和２年度埼玉県和光市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　(業務の予定量)

第 ２ 条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（1） 給水戸数 ４１，８９８ 戸   

　（2） 年間総給水量 ９，３３９，０００ ㎥   

　（3） １日平均給水量 ２５，５８６ ㎥   

　（4） 年間総有収水量 ９，０４０，０００ ㎥   

　（5） １日平均有収水量 ２４，７６７ ㎥   

　（6） 主要な建設改良事業

１０号取水井戸更新事業 １４７，５１０ 千円 

南浄水場自家用発電機更新事業 １０３，１２５ 千円 

（２か年継続事業）

　(収益的収入及び支出)

第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　 入

　第 １ 款 事業収益 １，５３３，２９４ 千円 

　　第 １ 項 営業収益 １，３６４，０７９ 千円 

　　第 ２ 項 営業外収益 １６９，１１５ 千円 

　　第 ３ 項 特別利益 １００ 千円 
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支　　　　　　　　　　 出

　第 １ 款 事業費 １，３７１，６５６ 千円 

　　第 １ 項 営業費用 １，３６０，５１０ 千円 

　　第 ２ 項 営業外費用 ５，５４６ 千円 

　　第 ３ 項 特別損失 ６００ 千円 

　　第 ４ 項 予備費 ５，０００ 千円 

　(資本的収入及び支出)

第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支

   出額に対し不足する額６１５，２５７千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

   支調整額５０，９０４千円、過年度分損益勘定留保資金５２４，６４０千円並びに減債

　 積立金３９，７１３千円で補てんするものとする。)。

収　　　　　　　　　　 入

　第 １ 款 資本的収入 １８，６５２ 千円 

　　第 １ 項 負担金 ３，１５３ 千円 

　　第 ２ 項 補償金 １５，４９９ 千円 

支　　　　　　　　　　 出

　第 １ 款 資本的支出 ６３３，９０９ 千円 

　　第 １ 項 建設改良費 ５８９，１９６ 千円 

　　第 ２ 項 企業債償還金 ３９，７１３ 千円 

　　第 ３ 項 予備費 ５，０００ 千円 

　(継続費)

第 ５ 条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

　款 　項 事 業 名 総　　額 年　度 年 割 額

103,125 千円

406,725 千円

509,850 千円1 資本的支出 1 建設改良費 令和2年度

令和3年度

 南浄水場自家用

 発電機更新事業
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　(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第 ６ 条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

  （1）　営業費用と営業外費用

  （2）　建設改良費と企業債償還金

　(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 ７ 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

   又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

   ない。

　（1）　職員給与費 １３９，１４４ 千円 

　(たな卸資産購入限度額)

第 ８ 条　たな卸資産の購入限度額は、１８，２９８ 千円と定める。

令和２年２月２１日提出

和光市長    松本　武洋

提　案　理　由

令和２年度埼玉県和光市水道事業会計予算について、地方公営企業法第２４条第２項

の規定により、この案を提出するものである。
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予算に関する説明書

予定額(千円)

 1 事業収益 1,533,294

 1 営業収益 1,364,079

 1 給水収益 1,129,644

 2 受託工事収益 5,642

 3 その他営業収益 228,793

 2 営業外収益 169,115

 1 受取利息及び配当金 400

 2 雑収益 1,073

 3 長期前受金戻入 161,731

 4 消費税及び地方消費税還付金 5,911

 3 特別利益 100

 1 過年度損益修正益 100

予定額(千円)

 1 事業費 1,371,656

 1 営業費用 1,360,510

 1 原水及び浄水費 668,832

 2 配水及び給水費 113,276

 3 受託工事費 5,375

 4 業務費 139,188

 5 総係費 48,443

 6 減価償却費 381,649

 7 資産減耗費 3,747

 2 営業外費用 5,546

 1 支払利息及び企業債取扱諸費 5,544

 2 雑支出 2

 3 特別損失 600

 1 過年度損益修正損 600

 4 予備費 5,000

 1 予備費 5,000

支　　出

款 項 目 備  考

Ⅰ　令和２年度和光市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　入

款 項 目 備  考
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予定額(千円)

 1 資本的収入 18,652

 1 負担金 3,153

 1 負担金 3,153

 2 補償金 15,499

 1 補償金 15,499

予定額(千円)

 1 資本的支出 633,909

 1 建設改良費 589,196

 1 事務費 24,468

 2 給配水管布設費 249,590

 3 量水器費 3,233

 4 浄水場施設改良費 311,905

 2 企業債償還金 39,713

 1 企業債償還金 39,713

 3 予備費 5,000

 1 予備費 5,000

支　　出

款 項 目 備  考

収　　入

款 項 目 備  考

資本的収入及び支出
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（単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 109,071,000

　　減価償却費 381,649,000

　　固定資産の除却及び減損損失 3,746,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 50,000

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 859,000

　　長期前受金戻入額 △ 161,731,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 400,000

　　支払利息及び企業債取扱い諸費 5,544,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 2,588,927

　　未払金の増減額（△は減少） 1,396,000

　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 3,232,000

　　小計 334,363,073

　　受取利息及び受取配当金 400,000

　　支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 5,544,000

　　４条消費税調整額 50,904,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 380,123,073

 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 590,963,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 18,652,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 572,311,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 39,713,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 39,713,000

 

　資金増加額（又は減少額） △ 231,900,927

　資金期首残高 1,205,678,526

　資金期末残高 973,777,599

Ⅱ　令和２年度和光市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書(間接法)

（ 令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで ）
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特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当  計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）  （千円） （千円）  （千円）

(4)

損 益 勘 定 支 弁 職 員 10 10 9,232 45,087 0 35,504 89,823 24,373 114,196 

(0)

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 2 0 10,406 0 9,035 19,441 5,027 24,468 

(4)

計 10 12 9,232 55,493 0 44,539 109,264 29,400 138,664 

(0)

損 益 勘 定 支 弁 職 員 11 11 2,044 45,796 3,237 35,423 86,500 22,503 109,003 

(0)

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 2 0 11,037 0 10,192 21,229 5,352 26,581 

(0)

計 11 13 2,044 56,833 3,237 45,615 107,729 27,855 135,584 

(4)

損 益 勘 定 支 弁 職 員 △1 △1 7,188 △709 △3,237 81 3,323 1,870 5,193 

(0)

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 △631 0 △1,157 △1,788 △325 △2,113 

(4)

計 △1 △1 7,188 △1,340 △3,237 △1,076 1,535 1,545 3,080 

扶　養 地　域 住　居 通　勤 特殊勤務 超過勤務 期末・勤勉 管 理 職

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1,632 9,071 1,512 779 15 1,300 26,990 3,240 

前 年 度 2,148 9,389 864 881 12 1,300 27,541 3,480 

比 較 △516 △318 648 △102 3 0 △551 △240 

比
　
　
　
較

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区 分

Ⅲ 　給　与　費　明　細　書

１　総　　括

区　　　　　　分　　

職員数 給          与          費

法　 定
福利費

合　計

※1　（　　）内は短時間勤務職員及び会計年度任用職員を外書したものである。

本
　
　
年
　
　
度

前
　
　
年
　
　
度

※2  次年度支給６月賞与引当金及び法定福利費引当金分を含む。
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２　給料及び手当の増減額の明細

増 減 額
千円 千円

給料 △ 1,340

41千円

681千円

手当 △ 1,076 給与改定に伴う地域手当増減分

7千円

期末・勤勉手当改定に伴う増減分

586千円

48千円

職員の異動等に伴う増減分

△ 1,717千円

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

平均年齢 （歳月）

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

平均年齢 （歳月）

0.076%

備 考

給与改定に
伴う増減分

41 給与改定に伴う増減分 給与改定の状況

令和元年度平均引上率

区分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明

昇給に伴う
増減分

681 昇給に伴う増減分

制度改正に
伴う増減分

641

その他の増
減分

△ 2,062 職員異動等に伴う増減分

△ 2,062千円

３ ４ ７ , ７ ４ ２

住居手当改正に伴う増減分

その他の増
減分

△ 1,717

３　給料及び手当の状況

(1)　職員１人当たり給与

区 分 企 業 職

４ ９ ． ０ ６

令和２年１月１日現在 ４ ５ ２ , ４ ２ ８

４ ６ ． ０ ８

３ ５ ２ ， ２ ５ ０

平成３１年１月１日現在 ４ ５ ２ ， ４ ９ １
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　(2)　初任給

　(3)　級別職員数

級

１級
２級

４級
５級
６級
７級
８級

１級
２級

４級
５級
６級
７級
８級

(級別の標準的な職務内容)

　(4)　昇給

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ）

（Ｂ）

区 分 企 業 職 （ 円 ）
一 般 会 計 の 制 度
行 政 職 （ 円 ）

高 校 卒 １ ５ ４ ， ９ ０ ０ １ ５ ４ ， ９ ０ ０

大 学 卒 １ ８ ８ ， ７ ０ ０

３級
(1)     (100.0)
3 25.0
3 25.0

１ ８ ８ ， ７ ０ ０

区 分
企 業 職

職員数（人） 構成比（％）

令和２年１月１日現在

1 8.3
0 0.0

計
(1)     (100.0)
12 100.0

8.3

2 16.7
0 0.0

25.0

2 16.7
1 8.3

平成３１年１月１日現在

0 0.0
0 0.0

３級
(0)     (0.0)
3

計

1 8.3
1 8.3
(0)     (0.0)
12 100.0

3 25.0
3 25.0
1

注　（　）内は短時間勤務職員を外書したものである。
　　構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計に一致しない場合がある。

区 分 ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

主 任
主 事
技 師

主 事 補
技 師 補

区　　　　　　　　　　分 合　　　計 企　業　職

事務・技術職 部 長 次 長 課 長 課長補佐
統括主査
主 査

６号級 （人） 0 0

８号級 （人） 0 0

２号級 （人） 0 0

４号級 （人） 12 12

比率　　（Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0 100.0

前
　
　
年
　
　
度

職 員 数 （人） 12 12

昇 給 に 係 る 職 員 数

本
　
　
年
　
　
度

職 員 数 （人） 12 12

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 12 12

昇 給 数 別 内 訳

（人） 11 11

昇 給 数 別 内 訳

２号級 （人） 0 0

４号級 （人）

８号級 （人） 0 0

比率　　（Ｂ）／（Ａ） （％） 91.7 91.7

11 11

６号級 （人） 0 0
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　(5)　特殊勤務手当

（％）

（％）

（円）

　(6)　期末手当・勤勉手当

注　（　）内は再任用職員の支給率である。

　(7)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　(8)　その他の手当

区 分 全 職 種 企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ― ―

支給対象職員の比率（令和２年１月１日現在） ― ―

支給対象職員１人あたりの平均支給月額 ― ―

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 災害出動手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計

有
2.225 2.225 4.450

職 務 上 の 階 級 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６ 月 （ 月 分 ） 12 月 （ 月 分 ）

(1.175) (1.175) (2.350)
有

2.250 2.250 4.500

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.350)

本 年 度

一 般 会 計 の 制 度
(1.175) (1.175) (2.350)

有
2.250 2.250 4.500

区 分
20年勤
続の者

25年勤
続の者

35年勤
続の者

最高限度 備 考

（月分） （月分） （月分） （月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（2％～45％加算）

埼玉県市町村総合
事 務 組 合 に 加 入

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（2％～45％加算）

埼玉県市町村総合
事 務 組 合 に 加 入

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶 養 手 当 同 一

地 域 手 当 同 一

住 居 手 当 同 一

通 勤 手 当 同 一

管 理 職 手 当 同 一
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Ⅳ 続 費 に 関

全　　体　　計　　画

同左財源内訳

事業名

1 資本的支出 1 建設改良費 南浄水場自家用

発電機更新事業

計 509,850 0 0 509,850 

3 406,725 0 0 406,725 

2 103,125 0 0 103,125 

款 項

年度 年割額

企業債

継

損益勘

定留保

資金等

　

建設改良

積 立 金
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す 調 書

（単位：千円）

備　　　　考

103,125 0 20.23%

0 406,725 　- 

103,125 406,725 20.23%0 103,125 0 

0 103,125 

0 0 0 

0 

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率

翌年度以

降の支払

義務発生

予 定 額

当該年度

末までの

支払義務

発 生

予 定 額

る

前前年度

末までの

支払義務

発 生 額

前年度末

までの支

払義務発

生見込額

当該年度

支払義務

発 生

予 定 額
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（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで） （単位：円）

１ 営業収益

 （1） 給水収益 1,042,177,000

 （2） 受託工事収益 5,313,000

 （3） その他営業収益 217,337,000 1,264,827,000

２ 営業費用

 （1） 原水及び浄水費 599,096,000

 （2） 配水及び給水費 100,924,000

 （3） 受託工事費 4,676,000

 （4） 業務費 111,268,000

 （5） 総係費 49,846,000

 （6） 減価償却費 376,839,000

 （7） 資産減耗費 598,000 1,243,247,000

     営業利益 21,580,000

３ 営業外収益

 （1） 受取利息及び配当金 506,000

 （2） 雑収益 1,256,000

 （3） 長期前受金戻入 162,098,000 163,860,000

４ 営業外費用

 （1） 支払利息及び企業債取扱諸費 7,080,000

 （2） 雑支出 191,000 7,271,000

５ 予備費

 （1） 予備費 5,000,000 5,000,000 151,589,000

     経常利益 173,169,000

６ 特別利益

 （1） 過年度損益修正益 93,000 93,000

７ 特別損失

 （1） 過年度損益修正損 556,000 556,000 △463,000

     当年度純利益 172,706,000

     前年度繰越利益剰余金 283,136,026

     その他未処分利益剰余金変動額 38,177,000

     当年度未処分利益剰余金 494,019,026

　Ⅴ　令和元年度和光市水道事業予定損益計算書（前年度分）
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（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで） （単位：円）

１ 営業収益

 （1） 給水収益 1,026,949,000

 （2） 受託工事収益 5,642,000

 （3） その他営業収益 208,513,000 1,241,104,000

２ 営業費用

 （1） 原水及び浄水費 610,651,000

 （2） 配水及び給水費 106,548,000

 （3） 受託工事費 4,886,000

 （4） 業務費 128,508,000

 （5） 総係費 47,923,000

 （6） 減価償却費 381,649,000

 （7） 資産減耗費 3,747,000 1,283,912,000

     営業損失 △42,808,000

３ 営業外収益

 （1） 受取利息及び配当金 400,000

 （2） 雑収益 977,000

 （3） 長期前受金戻入 161,731,000 163,108,000

４ 営業外費用

 （1） 支払利息及び企業債取扱諸費 5,544,000

 （2） 雑支出 224,000 5,768,000

５ 予備費

 （1） 予備費 5,000,000 5,000,000 152,340,000

     経常利益 109,532,000

６ 特別利益

 （1） 過年度損益修正益 92,000 92,000

７ 特別損失

 （1） 過年度損益修正損 553,000 553,000 △461,000

     当年度純利益 109,071,000

     前年度繰越利益剰余金 494,019,026

     その他未処分利益剰余金変動額 39,713,000

     当年度未処分利益剰余金 642,803,026

　Ⅵ　令和２年度和光市水道事業予定損益計算書（当年度分）
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（令和２年３月３１日） （単位：円）

１ 固定資産

 （1） 有形固定資産

     イ 土　地 56,760,465

     ロ 建　物 684,418,496

      　減価償却累計額 △283,316,648 401,101,848

     ハ 構築物 13,418,225,295

      　減価償却累計額 △5,661,748,062 7,756,477,233

     ニ 機械及び装置 3,258,933,102

      　減価償却累計額 △2,439,221,149 819,711,953

     ホ 車両及び運搬具 2,818,114

      　減価償却累計額 △2,677,209 140,905

     ヘ 工具器具及び備品 58,078,000

      　減価償却累計額 △9,712,700 48,365,300

     ト 建設仮勘定 51,640,000

        有形固定資産合計 9,134,197,704

 （2） 無形固定資産

     イ 電話加入権 1,048,300

        無形固定資産合計 1,048,300

        固定資産合計 9,135,246,004

２ 流動資産

 （1） 現金預金 1,205,678,526

 （2） 未収金 31,870,073

       貸倒引当金 △1,056,000 30,814,073

 （3） 貯蔵品 7,713,510

        流動資産合計 1,244,206,109

        資産合計 10,379,452,113

　Ⅶ　令和元年度和光市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

資     産     の     部
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３ 固定負債

 （1） 企業債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 108,154,215

        企業債合計 108,154,215

        固定負債合計 108,154,215

４ 流動負債

 （1） 企業債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 39,712,552

        企業債合計 39,712,552

 （2） 未払金 44,335,000

 （3） 引当金

     イ 賞与引当金 10,728,000

        引当金合計 10,728,000

 （4） その他流動負債

     イ 預り金 53,933,258

        その他流動負債合計 53,933,258

        流動負債合計 148,708,810

５ 繰延収益

 （1） 長期前受金 8,647,608,550

       収益化累計額 △5,551,922,259 3,095,686,291

        繰延収益合計 3,095,686,291

        負債合計 3,352,549,316

６ 資本金 6,492,527,974

７ 剰余金

 （1） 利益剰余金

     イ 減債積立金 40,355,797

     ロ 当年度未処分利益剰余金 494,019,026

        利益剰余金合計 534,374,823

        剰余金合計 534,374,823

        資本合計 7,026,902,797

        負債資本合計 10,379,452,113

負     債     の     部

資     本     の     部
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（令和３年３月３１日） （単位：円）

１ 固定資産

 （1） 有形固定資産

     イ 土　地 56,760,465

     ロ 建　物 684,418,496

      　減価償却累計額 △297,074,648 387,343,848

     ハ 構築物 13,660,330,295

      　減価償却累計額 △5,952,498,062 7,707,832,233

     ニ 機械及び装置 3,449,724,102

      　減価償却累計額 △2,506,899,149 942,824,953

     ホ 車両及び運搬具 2,818,114

      　減価償却累計額 △2,677,209 140,905

     ヘ 工具器具及び備品 58,078,000

      　減価償却累計額 △19,175,700 38,902,300

     ト 建設仮勘定 158,290,000

        有形固定資産合計 9,292,094,704

 （2） 無形固定資産

     イ 電話加入権 1,048,300

        無形固定資産合計 1,048,300

        固定資産合計 9,293,143,004

２ 流動資産

 （1） 現金預金 973,777,599

 （2） 未収金 34,459,000

       貸倒引当金 △1,106,000 33,353,000

 （3） 貯蔵品 7,712,510

        流動資産合計 1,014,843,109

        資産合計 10,307,986,113

　Ⅷ　令和２年度和光市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

資     産     の     部
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３ 固定負債

 （1） 企業債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 66,842,215

        企業債合計 66,842,215

        固定負債合計 66,842,215

４ 流動負債

 （1） 企業債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 41,311,552

        企業債合計 41,311,552

 （2） 未払金 45,731,000

 （3） 引当金

     イ 賞与引当金 11,587,000

        引当金合計 11,587,000

 （4） その他流動負債

     イ 預り金 53,933,258

        その他流動負債合計 53,933,258

        流動負債合計 152,562,810

５ 繰延収益

 （1） 長期前受金 8,666,260,550

       収益化累計額 △5,713,653,259 2,952,607,291

        繰延収益合計 2,952,607,291

        負債合計 3,172,012,316

６ 資本金 6,492,527,974

７ 剰余金

 （1） 利益剰余金

     イ 減債積立金 642,797

     ロ 当年度未処分利益剰余金 642,803,026

        利益剰余金合計 643,445,823

        剰余金合計 643,445,823

        資本合計 7,135,973,797

        負債資本合計 10,307,986,113

負     債     の     部

資     本     の     部
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予算説明書

予定額(千円)

 1 事業収益 1,533,294

 1 営業収益 1,364,079

 1 給水収益 1,129,644

水道料金 1,129,644

 2 受託工事収益 5,642

受託工事収益 5,642

 3 その他営業収益 228,793

手数料 2,655

配水管工事負担金 46,662

加入金 126,214

受託料 50,204

補償金 3,058

 2 営業外収益 169,115

 1 受取利息及び配当金 400

預金利息 255

有価証券利息 145

 2 雑収益 1,073

その他雑収益 1,073

 3 長期前受金戻入 161,731

受贈財産評価額長期前
受金戻入

20,172

加入金長期前受金戻入 39,642

分担金長期前受金戻入 401

補償金長期前受金戻入 34,389

補助金長期前受金戻入 57

工事負担金長期前受金
戻入

67,070

 4 消費税及び地方消費税還付金 5,911

消費税及び地方消費税
還付金

5,911

 3 特別利益 100

 1 過年度損益修正益 100

過年度損益修正益 100

収益的収入及び支出

収  入

款 項 目 節 備      　考

１戸平均 4,494円/２か月

下水道、消火栓修理、土地区画整理、東京電力、東京ガス、ＮＴＴ他

設計審査検査手数料他

開発申込

一般及び開発申込等

下水道使用料徴収事務受託料

県水受水増量分

定期及び普通預金利息

公債利息

量水器下取り代他

受贈財産評価額長期前受金戻入

加入金長期前受金戻入

分担金長期前受金戻入

補償金長期前受金戻入

補助金長期前受金戻入

工事負担金長期前受金戻入

消費税及び地方消費税還付金

過年度分水道料金調定増
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予定額(千円)

 1 事業費 1,371,656

 1 営業費用 1,360,510

 1 原水及び浄水費 668,832

給　料 12,950

手当等 7,843

賞与引当金繰入額 2,517

法定福利費 5,760

旅　費 12

被服費 76

備消耗品費 507

光熱水費 46

通信運搬費 1,630

委託料 114,830

手数料 44

賃借料 284

修繕費 6,600

使用料 15

動力費 57,836

薬品費 1,068

受水費 456,814

 2 配水及び給水費 113,276

給　料 11,451

手当等 7,385

賞与引当金繰入額 2,214

法定福利費 5,094

旅　費 123

被服費 76

備消耗品費 1,607

燃料費 238

印刷製本費 47

通信運搬費 31

委託料 37,514

移動電話通信料

共済組合負担金、退職手当負担金

交通費及び日当等

３人

扶養、地域、住居、通勤、特殊勤務、超過勤務、期末・勤勉、管理職

作業服他

カラープリンタ消耗品他

庁用車用

給水装置申込書印刷代他

浄水場運転管理等設備点検業務委託、水質検査、浄水場警備委託等

ごみ処理料

AED借上料等

電気・機械計装設備修理等

ＮＨＫ受信料

賞与及び法定福利費分

灯油、電気料金等

次亜塩素酸ナトリウム

6,722,000㎥

共済組合負担金、退職手当負担金

交通費

作業服他

残留塩素試薬、コピー用紙他

下水道使用料（南・酒井浄水場）

通信専用回線料、電話通話料

支  出

款 項 目 節

扶養、地域、住居、通勤、特殊勤務、超過勤務、期末・勤勉、管理職

３人

賞与及び法定福利費分

備      　考

水道管路情報管理システムデータ更新業務委託、量水器満期交換

業務委託等
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予定額(千円)

手数料 144

賃借料 9,827

修繕費 35,655

路面復旧費 1,870

 3 受託工事費 5,375

工事請負費 5,375

 4 業務費 139,188

給　料 8,251

手当等 5,003

賞与引当金繰入額 1,802

報酬 2,328

法定福利費 4,422

旅　費 28

被服費 45

備消耗品費 109

通信運搬費 196

委託料 111,032

手数料 5,972

 5 総係費 48,443

給　料 12,435

手当等 8,487

賞与引当金繰入額 2,903

報　酬 6,368

法定福利費 7,463

旅　費 62

被服費 45

備消耗品費 783

燃料費 40

印刷製本費 242

通信運搬費 504

広報活動費 224

委託料 616

賃借料 5,379

款 項 目 節 備      　考

賞与及び法定福利費分

会計年度任用職員報酬

共済組合負担金、退職手当負担金

コピー用紙、プリンタトナー、図書他

庁用車用

水道料金等徴収及び収納業務委託他

口座振替手数料、コンビニ収納手数料他

管理職、児童手当

３人

扶養、地域、住居、通勤、特殊勤務、超過勤務、期末・勤勉、

作業服他

水道事業審議会委員、会計年度任用職員報酬

共済組合負担金、退職手当負担金等

交通費

扶養、地域、住居、通勤、特殊勤務、超過勤務、期末・勤勉

ごみ処理料他

庁用車等借上料

給配水管修理、満期交換用量水器等

漏水修理箇所等路面復旧

賞与及び法定福利費分

交通費

作業服他

閉栓キャップ、情報保護シール

給水契約書受取人払い郵送料他

下水道、消火栓修理、土地区画整理、東京電力、東京ガス、ＮＴＴ他

２人

決算書・予算書印刷代、封筒

電話通話料

水道週間等啓発用品代等

水道事業会計システム保守等

水道事業事務所賃借、庁用車借上、水道業務会計システム・パソコン

-21-



予定額(千円)

修繕費 200

使用料 272

研修費 100

食糧費 52

厚生福利費 303

会費負担金 528

保険料 321

貸倒引当金繰入額 1,106

雑　費 10

 6 減価償却費 381,649

有形固定資産減価償却
費

381,649

 7 資産減耗費 3,747

固定資産除却費 3,746

たな卸資産減耗費 1

 2 営業外費用 5,546

 1 支払利息及び企業債取扱諸費 5,544

企業債利息 5,544

2 雑支出 2

雑支出 2

 3 特別損失 600

 1 過年度損益修正損 600

過年度損益修正損 600

 4 予備費 5,000

 1 予備費 5,000

予備費 5,000

過年度分水道料金調定減

予備費

雑支出

配水管布設替工事等に伴う除却費

たな卸資産破損等に伴う減耗費

財務省理財局及び地方公共団体金融機構

建物、構築物、機械及び装置、工具器具及び備品

管理職、事務・技術職、水道技術管理者

水道週間協力者用弁当代

互助会補助金、地方公務員災害補償基金積立金、人間ドッグ補助

日本水道協会正会員会費、同関東地方支部会費、同埼玉県支部会費

電子入札システム負担金他

庁用車、浄水場建物等

工具器具及び備品修理、庁用車修理

ＮＨＫ受信料等

翌年度不納欠損分引当

高速道路通行料他

款 項 目 節 備      　考

プリンター等借上
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予定額(千円)

 1 資本的収入 18,652

 1 負担金 3,153

 1 負担金 3,153

一般会計負担金 3,153

2 補償金 15,499

1 補償金 15,499

補償金 15,499

支  出

予定額(千円)

 1 資本的支出 633,909

 1 建設改良費 589,196

 1 事務費 24,468

給　料 10,406

手当等 7,239

賞与引当金繰入額 2,151

法定福利費 4,672

 2 給配水管布設費 249,590

委託料 16,500

工事請負費 233,090

 3 量水器費 3,233

量水器費 3,233

 4 浄水場施設改良費 311,905

委託料 10,395

工事請負費 301,510

 2 企業債償還金 39,713

 1 企業債償還金 39,713

建設改良費等企業債償
還金

39,713

 3 予備費 5,000

 1 予備費 5,000

予備費 5,000 予備費

財務省理財局及び地方公共団体金融機構

配水管等工事

新設量水器

酒井浄水場配水ポンプ盤更新工事設計業務委託、１０号取水井更新

南浄水場次亜塩素設備更新工事、１０号取水井戸更新工事、

工事監理業務委託、南浄水場自家用発電機更新工事監理業務委託

南浄水場自家用発電機更新工事

共済組合負担金、退職手当負担金

賞与及び法定福利費分

配水管工事設計業務

２人

扶養、地域、住居、通勤、特殊勤務、超過勤務、期末・勤勉、管理職

消火栓設置工事負担金

款 項 目 節 備      　考

款 項 目 節 備      　考

資本的収入及び支出

収  入

越後山土地区画整理事業に伴う１０号取水井戸移転補償
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注 記 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項 

  

 １ 有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的債券  償却原価法(利息法)による。 

 

 ２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   低価法による。 

 

 ３ 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産 

          定額法による。   主な耐用年数 

              建物       １５～５０年 

              構築物      ３８～５８年 

              機械及び装置    ８～１６年 

              車両及び運搬具   ２～ ５年 

              工具器具及び備品  ３～１５年 

 

(2) 無形固定資産  電話加入権のみのため減価償却なし。 

 

(3) リース資産 

該当なし。 

 

 ４ 引当金の計上基準及び算定方法 

   

(1) 退職給付引当金 

職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する普通負担金

を除き、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金

は計上していない。 

 

(2) 賞与引当金 

次年度６月支給予定の職員の期末・勤勉手当及びこれに伴う法定福利費の支出

に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に

属する額を計上している。 

 

(3) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、実積率等による回収不能見込額を計

上している。 

 

(4) 修繕引当金 

該当なし。 

 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理 

  税抜方式による。 

 

 ６ リース取引の処理方法  

-24-



 
 

 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引しか行っていないため、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よる。 

 

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

  該当なし。 

 

Ⅲ 予定貸借対照表に関する事項 

  

１ 有形固定資産の減価償却累計額  ８，７７８，３２４，７６８円 

 

２ 長期前受金収益化累計額     ５，７１３，６５３，２５９円 

 

３ 引当金の取崩し  (前年度分)賞与引当金 １０，７２８，０００円 

           (前年度分)貸倒引当金  １，０５６，０００円 

   

Ⅳ セグメント情報に関する事項     

  該当なし。 

 

Ⅴ 減損損失に関する事項 

  該当なし。 

 

Ⅵ リース契約により使用する固定資産に関する事項 

  該当なし。 

 

Ⅶ 重要な後発事象に関する事項 

  該当なし。 

 

Ⅷ その他の事項 

埼玉県和光市水道事業会計予算における会計年度の名称について、改元日以降は、

当年度全体を通じて「令和元年度」とし、平成３１年度埼玉県和光市水道事業会計予

算全体における元号の表示を「令和」に統一しています。 
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